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道内景気は、持ち直している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみると、

個人消費は、大型小売店販売額が前年を下回っているが、新車販売台数が堅調に推移するな

ど、緩やかに持ち直している。住宅投資・設備投資・輸出は基調として持ち直しが続いてい

る。公共投資は、前年を上回っている。観光は、外国人入国者数、来道者数とも前年上回り

が続き好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が２か月連続で前年を上

回ったものの低水準が続いている。消費者物価は、６か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．４ポイン

ト下回る４９．３となり、２か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を２か月ぶりに下

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．３ポイント上回る５０．６となり、横ばいを

示す５０を５か月ぶりに上回った。

５月の鉱工業生産指数は９８．０（季節調整済

指数、前月比▲０．５％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では＋７．６％と７か

月連続の上昇であった。

業種別では、一般機械工業等の７業種が前

月比低下、金属製品工業等の９業種が前月比

上昇となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～１０か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．１％）は、２か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３．８％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他の全ての品目で

前年を下回った。スーパー（同＋０．９％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．４％）

は、４４か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１４，５６９台

（前年比＋１８．９％）と１０か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同＋１３．８％）、

小型車（同＋２２．９％）、軽乗用車（同

２０．３％）と全車種で前年を上回った。

１～５月累計では、８１，４１１台（前年比

＋１０．１％）と前年を上回っている。普通車

（同＋８．２％）、小型車（同＋１７．８％）、軽乗用

車（同＋４．５％）といずれも前年を上回って

いる。

５月の札幌ドームへの来場者数は、３８９千

人（前年比＋１５．３％）と２ヶ月連続で前年を

上回った。内訳は、プロ野球が３３５千人

（同＋７．０％）、プロサッカーが４３千人（同

＋２８９．５％）、その他が１１千人（同▲１４．９％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

２５，８００人（同▲１７．７％）、プロサッカーが

１４，１７９人（同＋２９．８％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

ｏ．２５３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2017.07.20 08.50.43  Page 2 



持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）

6543229/112111098728/6
0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

-100

-50

0

50

100

150

200

250

８．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

５月の住宅着工数は、３，４４９戸（前年比

▲６．４％）と２ヶ月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲５．８％）、貸家

（同＋１．９％）、給与（同▲６５．９％）、分譲（同

▲３５．０％）と貸家を除いては減少した。

１～５月累計では、１３，７６６戸（前年比

＋８．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋１．７％）、貸家（同

＋１１．０％）、分譲（同＋１３．９％）、給与

（３７．７％）と全項目で増加している。

５月の民間非居住用建築物着工面積は、

２２８，６７６㎡（前年比＋２８．０％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲６．０％）が前年を下回ったものの、非製造

業（同＋３３．４％）が前年を上回った。

１～５月累計では、６４５，６７０㎡（前年比

＋６．８％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲４０．７％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１５．４％）が前年を上

回っている。

６月の公共工事請負金額は、１，３６９億円

（前年比＋２２．５％）と２か月連続で前年を上

回った。発注者別では、その他（同

▲３９．９％）が前年を下回ったが、国（同

＋７６．９％）、独立行政法人（同＋１９．８％）、北

海道（同＋２２．４％）、市町村（同＋４．１％）、

地方公社（同＋４８．５）と前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道客数～５か月連続で増加
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（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１２か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は４か月ぶりの減少

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１５３千人（前年比＋５．０％）と５か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２２．１％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋８．４％）とフェリー（同＋７．１％）が前

年を上回った。

１～５月累計では、５，０８４千人と前年を

３．５％上回っている。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１０９，５３８人（前年比＋３１．０％）と１２か月

連続で前年を上回った。１～５月累計では、

６２５，３６６人（同＋１７．０％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０１，７５１

人（前年比＋４４．４％）、函館空港が７，６７６人

（同＋５．４％）だった。旭川空港は月内に国際

線のフライトがなかった。

５月の貿易額は、輸出が前年比６．５％減の

２６６億円、輸入が同４９．６％増の１，０５９億円だっ

た。

輸出は、一般機械、自動車の部分品、魚介

類・同調製品などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、石油製品など

が増加した。

１～５月累計では１，６５８億円（前年比

＋２．３％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年
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１４．消費者物価指数～６か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０１倍（前年比＋０．０６ポイント）と８８か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比３．７％増加し２か月

ぶりに前年を上回った。業種別では、医療・

福祉（＋１１．７％）、建設業（同＋７．４％）など

が前年を上回ったが、宿泊業・飲食サービス

業（同▲４．７％）、製造業（同▲２．１％）など

が減少した。

６月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

＋４．５％）、負債総額が３９億円（同＋１２２．０％）

だった。件数は２か月連続で前年を上回っ

た。負債総額は３か月ぶりに前年を上回っ

た。

業種別では、サービス業・他が８件、建設

業が６件、卸売業が４件などとなった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．４（前月比＋０．１％）と３か

月連続増加した。前年比は＋１．１％と、６か

月連続で前年を上回った。

生活関連重要用品等の価格について、５月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格も、概ね安定して推移している。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．平成２９年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（＋３）は８ポ

イント、利益DI（△４）は５ポイント

それぞれ上昇した。食料品製造業の業況

が落ち込んだものの、建設関連や観光関

連業種が堅調に推移し、総体では業況は

持ち直している。

２．平成２９年７～９月期 見通し

売上DI（＋３）は前期比で横ばい、

利益DI（△３）は１ポイント上昇する

見通し。総体では横ばい圏内の見通しで

あるが、ホテル・旅館業や木材・木製品

は前期の反動から低下が見込まれる一

方、食品製造業は持ち直す見込み。

項 目
２６年
４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３４～６

２９年
７～９
見通し

売上DI △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ ３
利益DI △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △３

定例調査

業況は持ち直し
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６５回定例調査（２９年４～６月期実績、２９年７～９月期見通し）
回答期間：平成２９年５月中旬～６月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
� ｎ（number）＝有効回答数

＜図表２＞業種別の要点

要 点
（平成２９年４～６月期実績）

２８年
７～９

２８年
１０～１２

２９年
１～３

２９年
４～６

２９年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 食料品製造業は落ち込んだもの
の、総体では持ち直し。

売上ＤＩ △７ △４ △５ ３ △２ ３
利益ＤＩ △５ △７ △９ △４ △６ △３

製造業 食料品製造業を除き業況は持ち直
し。

売上ＤＩ △３ △３ △１６ △１ △９ １
利益ＤＩ △３ △１０ △１８ △６ △１０ △５

食料品 原材料価格の上昇が重荷に。
売上ＤＩ △８ ５ △１９ △２８ △１６ △６
利益ＤＩ １１ △５ △１６ △３２ △１３ △９

木材・木製品 製材業、木製品とも持ち直し。
売上ＤＩ △５ ０ △１６ １０ ５ ０
利益ＤＩ △１５ △１７ △２１ １５ ５ △１０

鉄鋼・金属製品・
機械 売上、利益とも持ち直し。

売上ＤＩ △１３ △１１ △２３ ６ △１４ ６
利益ＤＩ △１３ △９ △２０ ０ △１７ ３

非製造業 売上は改善。利益は横ばい圏。
売上ＤＩ △９ △５ △１ ４ ０ ４
利益ＤＩ △６ △５ △６ △４ △４ △３

建設業 住宅を中心に民間工事の堅調続
く。公共工事も持ち直し。

売上ＤＩ △１６ △１ △７ ５ ９ ６
利益ＤＩ △２５ △１２ △４ △４ １ ２

卸売業 資材卸は持ち直し。食品卸は不振
続く。

売上ＤＩ △６ △７ △１２ △５ △７ ０
利益ＤＩ ０ ２ △１０ △８ △８ △５

小売業 燃料店は堅調。その他小売は持ち
直しの動き。

売上ＤＩ △３０ △３１ △６ ２ △２ ８
利益ＤＩ △１２ △２０ △１１ △８ △４ △２

運輸業 貨物運輸は売上、利益とも増加。
旅客運輸は減少に転じる。

売上ＤＩ △６ △６ １３ ３ △３ ３
利益ＤＩ ３ ６ △６ △６ △９ △９

ホテル・旅館業 売上、利益とも改善。
売上ＤＩ １７ △２９ ６ １８ △２２ ０
利益ＤＩ ２２ △２０ △６ ２４ △１１ ０

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１３ １００．０％
札幌市 １６４ ３９．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ ２１．３
道 南 ３９ ９．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６５ １５．７ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ４１３ ５８．８％
製 造 業 １９７ １０７ ５４．３
食 料 品 ６８ ３２ ４７．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２１ ６３．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ １８ ５０．０
非 製 造 業 ５０５ ３０６ ６０．６
建 設 業 １３８ ８４ ６０．９
卸 売 業 １０５ ６２ ５９．０
小 売 業 ９３ ５３ ５７．０
運 輸 業 ５３ ３３ ６２．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １７ ４８．６
その他の非製造業 ８１ ５７ ７０．４

業種別回答状況

定例調査
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食料品製造業 建設業 売上DI 利益DI
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木材・木製品

運輸業

鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

  

26 36 未定 38実施 31 実施せず 69

6 適正 89 59 適正 83 87 4 4

10 4 3

19 8 10

25 16 0

△ 3 △ 9 0

5 9 0

5 4 4

△ 4 △ 7 △ 3

18 15 5

10 16 15

5 0 △ 6

0 △ 7 13

△ 3 2 0

1

3

0

14

0

0

1

△ 1

13

6

△ 9

△13

△ 9

1

0

△ 9

5

3

6

1

△ 3

10

8

△ 9

△ 6

△ 7

28/7～9
在庫DI

28/10～12
在庫DI

29/1～3
在庫DI 在庫DI 在庫DI

36 38 32

45 41 35

46 46 20

35 26 21

42 37 46

57 50 52

33 37 30

17 21 22

31 27 24

34 39 32

64 63 45

39 40 33

40 51 39

28/7～9
実施企業

28/10～12
実施企業

29/1～3
実施企業

13 77 10

16 68 16

24 66 10

3 94 3

13 74 13

8 85 7

4 91 5

16 81 3

12 82 6

5 81 14

87 13

2 87 11

6 88 6

3 85 12

10 85 5

3 97

12 82 6

6 89 5

3 91 6

13 84 3

10 88 2

5 81 14

94 6

93 7

33 67

31 69

14 86

36 64

53 47

31 69

21 79

21 79

27 73

55 45

47 53

41 59

30 38 32

31 34 34

33 33 33

25 50 25

31 25 44

25 35 40

11 44 45

24 44 32

20 39 41

55 18 27

29 24 47

34 23 43

29/4～6実績（n=376） 29/7～9見通し（n=375）

29/4～6実績（n=410） 29/7～9見通し（n=406）

過少 過多 過少過多

実施せず実施

定例調査

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

ｏ．２５３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2017.07.04 18.26.38  Page 11 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６０％） ＋９ 建設業（８０％）、運輸業（７２％）、ホテル・旅館業（６９％）の人手不足
感が続く。

�原材料価格上昇（３６％） ＋４ ５業種で上昇。食料品製造業、木材・木製品で１位。

�諸経費の増加（３１％） △４ 卸売業、運輸業で２位。

�人件費増加（３０％） ＋２ 食料品製造業、建設業、卸売業、運輸業の４業種で増加。

�売上不振（２９％） △５ 運輸業、ホテル・旅館業以外は低下。

�過当競争（２９％） △１ 卸売業（４０％）で１位、小売業（４５％）で２位、建設業（３２％）で３
位。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ② ① ① ① ① ③ ① ① ① ①
６０ ５２ ５３ ４５ ５４ ５３ ６２ ８０ ３３ ５７ ７２ ６９ ６４
（５１）（３５）（４２）（２６）（３８）（２９）（５６）（７０）（１８）（４６）（７５）（７２）（７０）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ② ① ② ②
３６ ５７ ６５ ６０ ４９ ５３ ２９ ２４ ３０ ２１ ４４ ６３ ２３
（３２）（５０）（７１）（４７）（４１）（３３）（２６）（１６）（３０）（２１）（４１）（５６）（２０）

�諸経費の増加
③ ② ② ③ ② ③
３１ ２３ ３２ １５ ２３ １３ ３３ ３１ ３８ ４２ ４４ ３１ １８
（３５）（３１）（３２）（３２）（４１）（１４）（３７）（３３）（３２）（３１）（５３）（４４）（４０）

�人件費増加
③ ② ③ ②

３０ ２９ ４４ １５ ２３ ２７ ３１ ３６ ２３ ２５ ３１ ３１ ３６
（２８）（２９）（３９）（１６）（３５）（１４）（２８）（３２）（１９）（２７）（１９）（４４）（３０）

�売上不振
③ ③ ③ ③ ③ ③

２９ ３２ ２７ ４０ ２６ ４７ ２８ ２１ ３３ ３６ １６ ３１ ２９
（３４）（４２）（３６）（４２）（４４）（４８）（３１）（３５）（４４）（４０）（６）（１７）（２０）

�過当競争
③ ③ ① ②

２８ １７ １５ １０ ２０ ２７ ３２ ３２ ４０ ４５ １３ １３ ２７
（２９）（１７）（１６）（１６）（２１）（１４）（３３）（３３）（４４）（４８）（１３）（６）（３０）

�販売価格低下 １１ １３ ６ １５ ９ ３３ １１ ７ ２０ １１ ３ ６ １３
（９）（１２）（１３）（５）（１８）（１０）（８）（５）（１４）（１０）（６）（－）（８）

	価格引き下げ要請 ６ ５ ６ － ６ ７ ７ ８ １５ ２ ３ － ５
（６）（６）（１０）（－）（９）（－）（６）（７）（１１）（２）（３）（－）（４）


設備不足 ５ １２ １８ １０ ３ ２０ ３ ０ ０ ２ ９ １９ ４
（６）（１１）（７）（１６）（９）（１９）（３）（－）（４）（４）（－）（１７）（６）

�資金調達 ５ ４ ３ ５ ６ － ５ ５ ２ ６ ３ １９ ５
（６）（９）（１３）（２１）（３）（－）（６）（４）（２）（１５）（－）（１１）（４）

�代金回収悪化 ２ １ － － ３ － ２ ０ ５ ８ － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（５）（－）（－）（－）（－）


その他 ３ ４ ６ － ３ ７ ２ ２ ２ ４ － － ２
（４）（８）（７）（５）（６）（１４）（３）（５）（７）（－）（３）（－）（－）

＜図表１５＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２８年
７～９１０～１２

２９年
１～３４～６７～９

見通し

２８年
７～９１０～１２

２９年
１～３４～６７～９

見通し

２８年
７～９１０～１２

２９年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △７ △４ △５ ３ ３ △５ △７ △９ △４ △３ ３６ ３８ ３２ ３１ ２６（３８）

札幌市 △４ △９ △３ ４ ０ △１ △９ △９ △１０ ０ ４０ ４１ ３４ ３４ ２９（３４）

道 央 △９ ６ △２ １３ １０ ６ △２ △４ ８ △１ ４１ ４１ ３４ ３６ ３０（３８）

道 南 ０ ６ △１２ △１５ △２１ △５ ６ △２７ △２１ △２８ ３６ ２９ １６ ３１ ２１（２９）

道 北 △１３ △５ △９ △７ △７ △２０ △１０ △７ ０ ５ ３１ ３７ ２８ ２３ ２７（３６）

道 東 △１２ △９ △４ ８ △８ △１７ △９ △８ ０ △８ ２７ ３２ ２８ ２５ １７（４７）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、幅広い業種で業況が持ち直しました。原材料価格高騰の影響で食料品製

造業は弱含みで推移しましたが、好調な民間・公共工事を背景とした建設関連業種やインバ

ウンド需要が業績を牽引した観光関連業種の業況が堅調に推移しました。人手不足の影響は

より大きくなっており、受注・コストの両面で経営の重荷になっているとの声が多く聞かれ

ました。以下で、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

＜水産加工業＞ 漁獲量の減少による原材料

の値上げや運賃の値上げといった環境下にあ

り、それを販売価格に転嫁する必要がある。

＜水産加工業＞ すり身の価格は安定してい

るが、他の魚介類や野菜は高騰しており利益

を圧迫している。また、現在の設備では製造

数に限りがあり、廃棄率を減らすための設備

投資を検討していく。

＜製菓業＞ 設備の更新を行ったが、計画通

り進んでいないことから、営業の強化をはか

るため、首都圏に営業所を開設した。道内に

おいてもきめ細かい営業活動を展開してい

く。

＜食料品製造業＞ 新幹線開業２年目となり

効果に勢いがなくなってきている。地元の需

要も乏しく減収基調にある。適正な利益水準

を維持できるよう、コスト削減と事業効率の

改善に取り組む。

＜食料品製造業＞ 先期に不採算部門を閉鎖

したため売上は減少しているが、収益性の高

い商品に注力したことで増益となった。懸念

材料は原料価格である。

＜製材業＞ 設備投資によりクオリティの高

い商品を提供できるようになり、他社より価

格は高いが、売上、利益とも増加傾向にあ

る。効果的な設備投資は重要と感じる。

＜木製品＞ 受注は順調であるが、設備老朽

化により生産性が落ちている。大規模な修繕

の必要性を痛感し、設備投資について、中・

長期の計画を策定した。

＜金属製品製造業＞ 災害復旧工事関連の受

注が年明けから続いているが、早期納入が求

められており、追いついていない状況であ

る。

＜金属製品製造業＞ 工場の稼働率は上がっ

ているが、従業員の負担が増加している。求

人をしているが応募が少なく課題である。

＜機械器具製造業＞ 人員の増強により、人

件費・諸経費が増加し、損益分岐点が上昇し

た。しかし、残業規制などの問題もあり、生

産数の増加は難しい。販売価格の引上げや生

産性の向上を図り利益確保をしていく。

経営のポイント

業況持ち直しも人手不足が経営の重荷に
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜コンクリート製品製造業＞ 今年度の受注

状況は順調であるが、公共工事の受注も当地

域では少なく見通しが立てにくい。

＜建設業＞ 災害復旧工事の発注が多くなっ

ているが、過去リストラを続けてきたことか

ら人手不足となっており入札の「不調」が起

こっている。また、入札しても落札価格は低

い。災害に対する緊急予算であるが、２年間

で消化するのは厳しいと思われる。

＜建設業＞ 災害の復旧工事は増加している

が、原材料・人手・機材など全てにおいて不

足しており受注できない状況である。

＜建設業＞ 前年度は民間工事・公共工事と

も増加し、増収増益となった。今年度も増収

増益を見込んでいる。課題は職員の高齢化で

ある。若い人材の採用と技術の継承をしてい

かなければならない。

＜建設業＞ 高齢化と人材不足が大きな問題

である。少しでも早い新卒者採用活動に加

え、入社後のフォローアップにも努めなけれ

ばならない。

＜電気工事業＞ 全般的に受注は減少してお

り、過当競争となってきている。中途採用に

より退職者の補填を行う予定であるが、当社

の希望するスキルを持つ人材を確保するのは

厳しい状況である。

＜住宅建築業＞ 業界としては受注を見込め

ると考えているが、当社を含め協力会社の人

手不足が大きな問題である。学生へのPRや

中途採用を引き続き行う。また、留学生に対

しての採用も視野に入れていく。助成金を活

用した人材のスキルアップも検討していく。

＜食品卸売業＞ 新幹線の開業効果やインバ

ウンドの爆買いも減っており、業況は悪化傾

向である。今後は新商品開発に力を入れ、よ

り付加価値の高い製品へシフトしていく。

＜農産物卸売業＞ 前年度は台風などの被害

により農産物の品薄感から販売価格も上昇傾

向であったが、今年度に入り通常ベースの価

格に落ち着いてきた。

＜建材卸売業＞ 大手企業を中心とした企業

活動が活発であり、商材は豊富に存在してい

る。課題はこの状況に対応できる人材の確保

である。

＜鋼材卸売業＞ 今年度に入り建設業界は勢

いがある。土木災害復旧工事が中心でコンク

リート製品に需要が集中している。また、建

築は鉄骨造が中心であり、扱う品種により業

況に大きな差が出ると思われる。

＜電気機械機器卸売業＞ 道内の建設・電気

業界は、後継者不足や人手不足が大きな課題

であるが、再開発事業やインバウンド対策、

新幹線の札幌延伸に伴う設備投資があり明る

い見通しである。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号
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７．小売業

８．運輸業

９．その他の非製造業

＜燃料小売業＞ 電気・ガスの自由化が進め

られ、都市部では、販売価格の引き下げや

サービス競争が始まってきている。今後は利

益率の低下が見込まれるため、対策を早めに

していかなければならない。

＜その他の小売業＞ 人材不足は今後も解決

の見込なし。一律の雇用体系には不公平感が

出るため、分社化を検討中。

＜その他の小売業＞ 道内は競合店の出店が

続いているが、業況は堅調に推移している。

しかし、人手不足が続いており、徐々に影響

が出始めている。人手不足の対策に取り組み

ながら、物流や組織の見直しを行い今後に備

えていく。

＜運輸業＞ 人手不足もあり不採算部門から

撤退し利益重視での営業とした。

＜運輸業＞ 法令順守の厳格化によるコスト

の増加に加えて燃料価格の上昇もあり、利益

は低調である。また、昨年の災害による道路の

寸断が２９年度においても影響すると思われる。

＜運輸業＞ 売上は一定水準を確保している

が、労働時間の制限により頭打ちである。利

益は原油価格や為替相場などの外的要因によ

るところが大きい。また、運転手の離職を防

止するため賃金や福利厚生を手厚くした。

＜運輸業＞ 売上・利益とも回復傾向にある

が協力会社のドライバー不足が深刻になって

おり、今後の業況に影響するのではと不安で

ある。

＜観光施設運営業＞ 国内の団体観光客が大

きく落ち込んでいる。一方、一般客と外国人

観光客は前年以上で推移している。

＜ホテル業＞ インバウンドが好調。国内客

は横這い。単価が若干上がっており、売上・

利益とも前年を上回って推移した。今後も、

この流れは続くと見ている。

＜ホテル業＞ インバウンドだけでなく、国

内客の宿泊数も伸びており、単価も上昇し

た。売上は今後も堅調に推移することが見込

まれるが、人件費・経費等のコスト増が利益

を圧迫しそう。

＜ソフトウェア開発業＞ 売上・利益ともに

大きな変動はない。人材を確保できれば業績

の向上は可能と考える。先行きの見通せる事

業に絞り、人材を確保しながら拡大していき

たい。

＜飲食店＞ 売上は増加傾向にあるが、原材

料の上昇と人手不足からの賃金上昇によりコ

ストが上昇しており、作業分担の見直しな

ど、生産性の向上に取り組まなければならな

い。また、生産性向上のための設備投資も検

討していく必要がある。

＜廃棄物処理業＞ 業界内の競争は厳しい

が、産業廃棄物量が４月以降堅調に推移して

いる。収益性の低い建設系の産業廃棄物では

なく、通常の産業廃棄物に注力したことから

増収・増益となった。業界は札幌中心部のビ

ル建替えや設備更新などもあり、札幌を中心

とした動向は堅調であると推察する。

経営のポイント
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

《ポイント》

○英国のEU離脱交渉は長期化するが、仏独の連帯が深まり欧州全体の政治は徐々に安定化へ

○欧州中銀（ECB）の量的緩和策縮小には長期間かかるため、ユーロは緩やかな上昇基調へ

○欧州は製品やサービスの質を重視するため、道内企業にとって魅力的な貿易・観光のパート

ナーに

はじめに

英国のEU離脱（ブレグジット）、フランスのマクロン新大統領誕生など、欧州を巡る話題がメ

ディアを賑わせています。

本稿では、第一に欧州の政治動向と今後の見通しについて、次に、欧州経済と金融市場の見通

しについて述べます。以上の欧州の政治・経済情勢は互いに深く関係しています。

最後に、以上のような欧州の政治・経済情勢に、道内企業がどのように対応すべきか、その戦

略について述べたいと思います。

１．欧州の政治動向と見通し－英国のEU離脱交渉とフランスの新政権

２０１７年半ばの現在、欧州の政治動向については、冒頭に述べた英国とフランスの動きが中心に

なっています。

６月８日、英国では総選挙が行われ、メイ首相の率いる与党・保守党が過半数を失いました。

約１年前の２０１６年６月、英国で国民投票が行われ、EU（欧州連合）離脱派がわずかな差で勝

利しました。この時から約１年の間に、何が起きたのでしょうか。

国民投票を実施したキャメロン首相の狙いは、EU離脱が国民によって否決され、自らの立場

を強めることにありました。そのため、同氏は国民投票で敗れた後、直ちに辞任し、当時内相

だったメイ氏が首相に就任しました。内相を長く勤めた手堅い政治手腕が買われた面もあります

が、メイ氏自身は元々、EU残留派でした。ジョンソン元ロンドン市長などEU離脱派の政治家

が、EUとの離脱交渉の困難さを懸念して首相候補から下りてしまったのです。

メイ首相は国民の意向を受ける形で、移民の受け入れ制限を優先する「強硬離脱（ハード・ブ

レグジット）」を主張しました。その上で、国境を越えて形成されているEUへの「単一市場」へ

のアクセスについては、EUとの交渉によって離脱後も、できるだけ、これまで通り認められる

ことを目指しました。この点は、メイ政権が今年２月に発表した「離脱白書」で一段と明確にな

りました。

しかし、移民の受け入れという「人の移動」を止めたまま、単一市場との自由な貿易という

「物の移動」などを認めることは、英国にとって「いいところどり」であり、EUとしては認める

経営のアドバイス

欧州の政治経済動向と道内企業の戦略
慶應義塾大学 特任教授

林 秀毅
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わけにはいきませんでした。

結局、この点は平行線のまま、今年３月２９日にメイ政権はEUに対し「離脱通告」を行い、２

年後の２０１９年３月２９日までの２年間、両者の間で離脱交渉が行われることになったのです。

その後、４月１８日に、メイ首相は突然「６月８日に総選挙を行う」と緊急声明を出しました。

総選挙により保守党の議席を増やし、EU離脱に伴い今後必要となる国会の議決などについて、

円滑に行えるようにするという狙いでした。

しかし、保守党の議席数は、選挙前は過半数（３２６）をわずかに上回る３３０でしたが、選挙の結

果、メイ首相の狙いに反し３１８に減ってしまったのです。その理由については、緊急声明直後、

自らへの支持が高まったことに気を良くした保守党が、マニフェストに高齢者の社会保障負担増

などを掲げ、これに国民が反発したことが挙げられます。そのため、選挙の争点がEU離脱の進

め方から、国内の経済政策に移ってしまいました。

さらに選挙期間中にマンチェスター及びロンドンで二度に亘るテロ事件が発生し、メイ首相の

内相時代に警察官の人員が大幅に減らされたことが問題であるという野党から追及があったこと

も、与党側にマイナスに働いた面があります。

以上の選挙結果を受け、メイ首相は続投を表明する一方、過半数を維持するため北アイルラン

ド地域の保守系政党である民主統一党（DUP）と閣外協力の形で連携する検討が進められまし

た。

その一方、EUとの離脱交渉は予定通り、６月１９日に開始しました。しかし、今後の交渉につ

いては、総選挙の敗北によりメイ首相の国内的な政治力が弱まったこともあり、EU側が強硬な

態度を崩さず、難航が続くと予想されます。

当面の最大の焦点は、EUが英国に対し、離脱にあたって支払うべきとしている１，０００億ユーロ

（約１３兆円）に上るEU予算の負担金問題です。この金額自体の妥当性を含め、問題が紛糾した場

合、上に述べた２年間の交渉期間が時間切れになる恐れが生じます。

この場合、EU側の主張によると、「離脱協定」について合意できなければ、離脱後の貿易関係

を定める「貿易協定」を協議することはできないため、２年経過後に、英国とEUの貿易関係に

ついて何ら定めのない空白の状態になる危険が生じます。この場合には、当面、現状の関係を維

持するために、EU加盟国各国の同意を取る必要が生じます。

依然、交渉の推移は流動的ですが、上に見た通り、６月の英国総選挙後、メイ政権の力は対

EU・対国内の双方で低下しているため、いずれ従来の「強硬離脱路線」を修正せざるを得なく

なるでしょう（図表１）。
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日程 内容 予想される問題点

６月１９日 英国とEUの「離脱交渉」開始 英国メイ政権の交渉力低下、英国側の人員・準備不足

１０月頃 英国とEUの「清算金」開始 金額算定についての合意、英国民の反発

２０１８年３月頃 「貿易協定」に備えた準備協議 離脱交渉が進捗しなければ開始できず

同１０月頃 離脱交渉の最終合意 合意後、約半年でEU加盟各国内で議会承認の必要

３月２９日 離脱交渉の最終期限 この日までに妥結しなければ、交渉延長について各国合意が必要に

２０１８年４月以降 「貿易交渉」開始 離脱交渉が終了していなければ開始できず

（図表１）英国とＥＵの交渉スケジュール

（出所）フィナンシャルタイムズなど各種報道に基づき筆者作成

今回の総選挙結果からも、英国民の間には、EU離脱問題について強硬な姿勢を取り続けるこ

とについて、疲れも見られます。そのため、英国政府が今後より柔軟な姿勢に転じる可能性も高

まってきました。但しこの場合には、再度、国民投票を実施したり首相が交代するなど、さまざ

まな選択肢が視野に入り、EUとの離脱交渉の遅れにもつながるため、事態はより複雑になりま

す。

一方、時間的には遡りますが、５月１４日、フランスではエマニュエル・マクロン新大統領が誕

生しました。

昨年秋以降、大統領候補として極右のマリーヌ・ルペン氏が浮上し、反EU・反ユーロを主張

していたため、ルペン氏が勝利した場合には、欧州全体の政治・経済が混乱するとの懸念が高

まっていました。

これに対し、マクロン氏は、当初から候補者の中で有力視されていましたが、４月２３日に行わ

れた第１回投票の直前には「政策の具体性が欠けている」として、左翼のメランション氏に追い

上げられる局面がありました。

しかし、結局第１回投票では、既成政党の候補が軒並み敗れ、決選投票にはマクロン氏とルペ

ン氏が進みました。その後は、３９歳と若く新鮮なイメージを持つマクロン氏が有利となったので

す。

マクロン氏は、選挙期間中のTV討論等で頭の回転の速さを見せる一方、２５歳年上で自分の高

校教師だった女性が夫人であることなどに、有権者は親しみを感じたのかもしれません。

また、マクロン氏は、オランド前大統領の政権で経済産業デジタル大臣を務めていましたが、

元々は金融マンであり叩き上げの政治家ではありません。大統領就任後、マクロン氏は、６月１１

日・１８日に行われる国民議会選に向け、これまでの草の根運動的な支持組織を基盤に、新党「共

和国前進」を立ち上げました。大統領に就任しても議会で多数派として支持されなければ、政策

を実行に移すことはできないためです。マクロン氏は既成政党から新党に有力な政治家を引き抜

き、国民議会選で５７７議席中３５０議席を獲得し大勝しました。有権者の間では、「マクロンに欧

州・フランスを立て直すチャンスを与えよう」という雰囲気が高まったようです。

今後の政策について、第一の課題はEUの立て直しです。EU内のもう一つの主要国であるドイ

ツとの協力によって、英国とのEU離脱交渉など当面の重要課題に臨む必要があります。マクロ

ン氏自身は親EU派であり、大統領に就任した翌日である５月１５日、早速ドイツを訪問しメルケ

ｏ．２５３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２４　経営のアドバイス  2017.07.20 17.29.42  Page 20 



経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

日程 内容 予想される結果と影響

９月２４日 ドイツ総選挙 与党勝利し、メルケル首相は４期目へ

９月下旬 フランス上院選挙 マクロン氏が実績を作り、支持を維持できるか

１０月上旬 イタリア下院選挙 ポピュリズム政党「五つ星運動」は伸び悩みか

１０月１５日 オーストリア下院選挙 極右勢力が伸び、政権参加も

１２月１４・１５日 EU首脳会議 中東欧から「EU改革から取り残される」との反発も

２０１８年５月 欧州議会選挙 極右・ポピュリズム政党が再び台頭する恐れ

（図表２）欧州の主な政治日程

（出所）フィナンシャルタイムズなど各種報道に基づき筆者作成

ル首相と会見しています。今年後半から来年にかけて、欧州ではさまざまな政治日程が予定され

ており（図表２）、フランス・ドイツを中心にEUが復活するかどうかに注目が集まっています。

もう一つの課題は、雇用を中心としたフランス国内経済の回復です。フランスでは従来から若

年層を中心に失業率が高く、不満が高まっていることが、極右への支持につながっていた面があ

ります。既成の政治家ではなくビジネスマンの経験を活かし、マクロン氏が雇用を中心にフラン

ス経済を立て直せるかどうかが注目されています。

２．欧州経済・金融市場の現状と見通し

次に、欧州の経済と金融市場に目を転じることにしましょう。

ここで先ず問題になるのは、ユーロ圏の金融政策を実施する欧州中央銀行（ECB）の政策姿勢

です。

ECBは現在、ユーロ圏各国の国債買い入れを中心とした量的緩和政策を実施しています。これ

は、日本銀行が日本の国債買い入れを中心に量的緩和を実施していることとほぼ同様に考えてよ

いでしょう。ECBの場合は、ドイツ・フランスを初めとする複数の国債を購入していることが違

いです。

ECBがこれまで量的緩和を行ってきた背景には、ギリシャを発端としたユーロ危機が広がった

ことにより、ユーロ圏経済の低迷が続いたことがありました。

これに対し、今年の１－３月期頃から、ユーロ圏の景気が好調に推移し、成長率は上向き失業

率は低下しています。量的緩和策の効果が、ユーロ圏の経済活動に及んできたと考えてよいと思

います。

ECBの最新の経済見通しによれば、ユーロ圏の実質経済成長率は今年から来年にかけて、１％

台後半で堅調に推移する見通しです。この間、賃金の伸びが鈍いため消費者物価の上昇率は１％

台半ばに留まりますが、昨年まで１０％を超えていた失業率は、来年には８％台後半まで下がる見

込みです。

６月８日、ECBは、今後の政策金利の先行きについて、「据え置きまたは引き下げ」から「当

面据え置き」に改めました。これは、上に述べた欧州経済の改善傾向を受け、景気テコ入れのた

めに利下げを行う必要がなくなったことを意味します。

さらに、現在、ECBは、上に述べた量的緩和策として毎月６００億ユーロのペースで、ユーロ圏
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（図表３）ユーロ円の為替動向

（出所）Principal Global Indicators（日次レート終値）

国債の買い入れを実施しています。この国債の買い入れ金額ついても、今後徐々に縮小されてい

くことになります。

それでは以上の政策変更は、今後どのようなスケジュールで行われることになるのでしょう

か。ユーロ圏では、比較的景気の良いドイツとそうでないイタリアなどとの経済格差が大きいた

め、ECBは政策変更を行う場合には、慎重に時間をかける必要があります。

具体的には、今回、政策金利の先行きについて文言を修正したことを受け、夏休み明けにも先

ず、国債買い入れ額を徐々に縮小していく方針がアナウンスされる可能性が高まっています（欧

州は夏休みが長く、この間は非常時でない限り大きな政策変更は行われません）。

この場合、実際の買い入れ額縮小は来年初から、ユーロの為替水準や各国の景気動向への影響

を考慮しながら、時間をかけて段階的に実施されるでしょう。具体的には量的緩和策の終了に目

途が立った後に、政策金利の引き上げが現実の視野に入ってくるはずです。その結果、政策金利

の上げ下げによって景気のコントロールを行う、通常の金融政策の状態になります。但し、以上

の政策変更には３～４年かかるという見方が一般的です。

以上のような政策変更への期待感を受け、ユーロは今後、緩やかに上昇することになるでしょ

う（図表３）。
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検討項目 問題点または意義

日本への輸入 チーズ 内訳品目毎の引き下げ率が焦点に

ワイン 関税撤廃の時期が焦点に

パスタ・ビスケット・チョコレート 関税引き下げにより国内消費者に恩恵大

豚肉・牛肉 国産品との競合は限定的か

日本からの輸出

自動車・自動車部品 関税撤廃し、韓国企業に対抗できるか

家電・繊維 新興国等に生産シフトが進んでおり影響は限定的か

ガラス製品 付加価値の高い製品の輸出を増やせるか

全体の枠組み

鉄道車両入札の欧州企業への開放 欧州企業の参入要望強い

規格・安全基準の調和 日本企業の自動車生産等に影響

地理的表示（Ｇ�） 欧州基準を国産品のブランド化に活用

（図表４）日本・EUの経済連携協定の課題

（出所）外務省・経済産業省資料及び各種報道に基き筆者作成。

３．道内企業の戦略

以上のような欧州の政治・経済等の変化は、日本企業の活動や戦略にどのような影響を及ぼす

でしょうか。ここでは特に道内企業を念頭に置いて検討していきたいと思います。

第一に、貿易面では、７月上旬、日本・EUの経済連携協定（EPA）の交渉が大枠合意に達し

ました。この場合、EUとは、英国を除く２７カ国を指します。英国がEUから離脱することによ

り、英国と日本とは、別途交渉を行う必要があります。

何故この時期に、日欧間の自由貿易交渉が進展し始めたのでしょうか。この背景には、米国に

トランプ政権が誕生し、既に環太平洋貿易パートナーシップ（TPP）から離脱を表明しているこ

とが影響しています。そのため、日本・EUの経済連携協定（EPA）は、日本にとって残されて

いる数少ない自由貿易交渉となったのです。

それでは以下で、この協定が結ばれた時の道内企業への影響を考えてみましょう（図表４）。

先ず、EUへの輸出品については、自動車・自動車部品の関税・引き下げなど、工業製品をめ

ぐる議論が中心です。

次に、EUからの輸入については、チーズなどの乳製品、チョコレート・ビスケットなどの加

工食品やワインなどの関税引き下げないし撤廃が検討されています。これらについて国内の消費

者は直接、価格引き下げのメリットを受けることになります。

一方、これらの製品を国内で生産している道内企業にとっては、打撃になるという懸念がある

かもしれません。しかし、これらの製品について、道内企業による製品の品質は国内外で高く評

価されています。むしろ欧州からの輸入品と競い、一層の品質向上を目指すことにより、製品と

しての魅力を高めることが可能になるでしょう。

既に、欧州企業が乳製品について、道内企業に自社ブランド製品の生産を委託した事例もあり

ます。これもまた、道内産品の品質が高いことの証明と言えるでしょう。

なお、以上のような道内企業の対欧州ビジネスに関連し、２０１４年７月に北洋銀行を中心に、道
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内の公的団体・教育機関・有力企業などの支援を得て、「北海道EU協会」が設立され、今年で３

周年を迎えました。

現在、駐日欧州連合代表部（EUの日本における大使館に相当）との連携の下、全国各地のEU

協会が活動を行っています。その中で最も新しい北海道EU協会は、欧州のビジネスを支援する

ことを活動目標の中心にしている点で、非常にユニークな存在となっています。

第二に、観光面では、直接、経済連携協定によって条件が変わる訳ではありませんが、これを

機会に北海道観光に対する関心が一層高まり、インバウンド需要につながる可能性があります。

札幌や富良野・美瑛など、よく知られた観光スポットでは、アジアからの団体観光客が増加し

ています。これに対して、欧州からの観光客は現状ではそれほど目立たないかもしれません。

しかし、欧州の観光客は広大な自然や独自の文化に対する関心が強く、個人で長期間滞在する

という特徴があります。筆者も道東や道北で、欧州からの観光客に何度も会ったことがありま

す。欧州と北海道は、一つの地域の中に多様な自然や人々が存在するという共通点があります。

今後、欧州と北海道の関係は、長期的な視点で順調に発展していくことでしょう。

（平成２９年７月７日）

（参考資料）

駐日欧州連合代表部HP

日本銀行札幌支店「道内食料品製造業の現状と課題」（２０１７年１月２７日）

北海道EU協会HP

＜執筆者紹介＞

日本興業銀行入行、ルクセンブルグ興銀、興銀調査部主任部員、一橋大学客員教授などを

経て、現在、慶應義塾大学特任教授、北海道EU協会顧問
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ハワイは、誰もが知っている世界的なリゾート地であり、北海道からみると「常夏の楽園」と

して憧れの土地です。バカンスで行く場所であって、ビジネスの対象地域として脚光を浴びるこ

とは、従来あまりなかったと思います。

しかし、今年５月にハワイ州と北海道の友好提携を契機として、経済面においても交流の拡大

が期待されています。

今回は、ハワイ市場の現状とビジネス交流拡大の可能性について、レポートいたします。

１．ハワイ市場の概況

ハワイ州は、アメリカ合衆国の５０州で最も新しい州であり、人口は約１４０万人です。

人口は少ないですが、混血を含めた日系人は約３１万人と人口の２割強を占めているのが大きな

特徴です。日系人は、日本の食習慣を残しており、現地向けのスーパーの売場には、あんこを

使った和菓子や漬け物、豆腐などが、数多く並んでいます。又、ハワイには米国太平洋艦隊の司

令部が置かれ、日本に駐在した経験のある退役軍人も居住しており、日本食になじみがある富裕

層が多いという特徴もあります。

現地人口に加え、ハワイを訪れる観光客は、米国からの旅行者を含め、年間９００万人近くお

り、日本からの観光客も年間１５０万人にのぼります。こうしたことを踏まえると、飲食店や小

売・サービス業にとっては、夢のある市場であるといえます。

２．北海道とハワイ

北海道とハワイは、雪国と常夏という気候の違いがあり、正反対のように思われがちですが、

意外と共通点も多い地域です。

歴史的にみると、北海道とハワイともに海を渡って日本人が移住したのは、１９世紀後半です。

北海道の本格的な開拓が明治に入って行われた丁度その時期、ハワイへの日本人の移民もスター

トしています。

航空便についても、北海道とハワイ間には、ハワイアン航空が週３便の直行便を就航していま

す。時差は１９時間ありますが、実際の飛行時間は７時間半～９時間と東南アジアに行くのと変わ

らない時間で直接ハワイに到着します。

産業面でも、観光業が発達しているという共通点もあり、気候が異なることで相互補完できる

関係にあるといえます。アジア諸国との直行便が、海外から日本へのインバウンド客が大多数を

占める中、ハワイ便については、双方向に観光客の交流拡大が期待できるメリットがあります。

観光地としてのノウハウを共有することも可能ですし、まだ知名度が低い北海道をハワイでプレ

ゼンテーションすることで、北海道への観光客誘致を図れる地域です。

今年５月の北海道とハワイ州の友好提携は、ハワイでも大歓迎を受けました。「北海道」の認知

アジア・オセアニアニュース

「ハワイと北海道」～ビジネス交流拡大の可能性
北洋銀行 ソリューション部

担当部長 矢嶋 洋一
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ブルクベーカリーさまのアラモアナ店。
パールリッジ店と合わせ２店舗経営。

「とんかつ玉藤カパフル店」２０１７年２月
に開店したハワイ１号店。

「Wakka USAさまのライス ファクトリ」
（精米所＋小売店舗）。Wakka Japanさ
まの海外拠点としては４箇所目。

度は確実に上がっていますので、進出を検討するなら好機であるといえます。

３．道内企業の進出状況

ハワイに進出している道内企業は多くはありませんが、飲食店では、日本の技術を活かして味

を忠実に再現することで、現地での評判は高く、各々人気店となっています。

札幌の円山に本店を置く「ブルクベーカリー」さまは、

日本人のパン職人を常駐させ、「北海道の技術でパンを製

造しているおいしいパン屋さん」という現地の評価が定

着。現地の消費者から厚い信頼を得る人気店になっていま

す。現在は、アラモアナとパールリッジのショッピング

モール内に計２店舗を展開しており、品質に高い評価を得

たことで、モール側からの出店要請を受けるようになって

います。十勝の餡を使った「あんぱん」が人気です。

札幌の「どうきゅう」さまは、今年２月「とんかつ玉

藤」のハワイ１号店をオープンしました。綿密な市場調査

により、ワイキキ中心部から高速道路に向かう途中の好立

地に店舗を選定しました。日本と同じオープンキッチン

で、銅鍋を使いとんかつを揚げるスタイルが現地の消費者

から高い評価を受け、口コミで毎日行列ができる人気店と

なっています。

札幌本社で、海外へ玄米を輸出し、現地で精米して新鮮

な米を販売するというビジネスモデルを構築した「Wakka

Japan」さまも海外４拠点目としてハワイに法人を設立しま

した。日本米の需要は、日本食レストランに限らず、現地

の高級ホテルなどにも納入されているほか、ハワイでの試

みとして小売を行っており、リピーターも増えてきていま

す。上記のとんかつ玉藤さまでも、同社の米を使っていま

す。

そのほか、ラーメンでは、「山頭火」さま、「梅光軒」さ

まがハワイに進出されており、それぞれ人気となっていま

す。
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英文名称 Central Pacific Bank（略称 CPB）

本社所在地 米国ハワイ州ホノルル市

設立 １９５４年２月１５日

総資産（２０１６．１２末） ５，３７４百万㌦（＠１１６＝６，２３３億円） 前期比 ＋２６８百万㌦

自己資本比率（同上） １０．６０％

日系金融機関との提携
２０１５年８月２１日 北洋銀行と業務協力の覚書調印
２０１７年４月１４日 千葉銀行ほかTSUBASA行と業務協力覚書調印

（表１）セントラル・パシフィック銀行の概要

（平成２９年６月３０日現在）

２０１５年８月のセントラル・パシフィック
銀行（CPB）との提携調印式
CPB調印者 ディーン会長

香港（７００万人） → 中国大陸
北海道 → シンガポール（５３０万人） → ASEAN

ハワイ（１４１万人） → 北米

（表２）中継点を活用した海外進出スキーム

４．ハワイへの進出支援

当行は、２０１５年８月にハワイの４大銀行の一角を占める「セントラル・パシフィック銀行

（CPB）」と業務提携しました。CPBは、第二次世界大戦後の資金調達が困難な時期に日系の中小

企業への資金供給を目的に設立された銀行で、ハワイ現地で幅広いネットワークを有しています。

北海道企業がハワイに進出する際、CPBでは、口座の開

設や現地での資金調達といった金融サービスの提供や、現

地企業の紹介、物件の相談など幅広く対応しています。

CPBの窓口である国際部長は、日本人で現地のスタッフも

日本語が堪能ですので、言葉の壁は全く気になりません。

現地の政府機関などにも、接点が多いので、様々な相談

が可能です。

現地での資金調達については、スタンドバイ・クレジッ

ト（SBLC）という仕組みを使って当行が保証し、CPBが

道内企業の現地法人に融資するという方法も検討が可能です。

５．ハワイの更なる可能性

ハワイでのビジネス展開には、社員のモチベーションを高める効果もあるほか、ハワイ市場へ

の進出が更に広がっていく可能性を含んでいます。

�北米市場進出の中継点

香港が中国大陸への、シンガポールがアセアンへの窓口となっているように、ハワイも北米市

場への窓口として位置づけられます。米国への本格的な進出に先だって、ハワイでテストマーケ

ティングや会社運営経験を段階的に積むことで、スムーズな進出が可能になります。

米国は、輸入食品への規制や労務管理などが日本より厳格なため、ハワイで数店舗運営して経

験を積んだうえで、米国本土へステップアップするという方法も有効です。

道内から進出している企業の中にも、将来的に北米大陸への展開を視野に入れている企業があ

ります。
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�北海道観光プロモーション
ハワイには、年間９００万人近い観光客が訪問しています。日本人をターゲットにした商売も考

えられますが、全体の６割以上を占める米国本土からの観光客に対する北海道の観光プロモー

ションは北海道への観光客誘致に効果的であると思います。アジアでは、知名度の高い北海道で

すが、米国では、まだ十分に知られていないのが現状です。今回のハワイと北海道の友好提携を

きっかけとして、双方向の人的な交流拡大や、ビジネスや投資の拡大などに繋がってくることが

期待されます。

６．結びに

当行の海外展開支援は、北海道にとって最も近い外国であるサハリンへの人材派遣から始ま

り、中国、最近はアセアンを中心に取り組みをしてきました。地域的には、専らアジア中心です

が、一方で、海外といったときに、欧米を外すことはできません。

高い付加価値をもった北海道の産品の価値を正しく評価してくれる欧米地域の情報について

も、情報発信を行っていきます。米国については、ハワイでの提携に加え、TSUBASAプロジェ

クトの参加行である千葉銀行のニューヨーク支店に当行職員を派遣しております。ソリューショ

ン部が窓口となり、引続きお客さまの海外展開をお手伝いしていきます。

以上

（ご参考）
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アジアニュース

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

商品 単位 銘柄・産地 上海（JPY） 大連（JPY） バンコク（JPY）シンガポール（JPY）サハリン（JPY）

米 １KG（キログラム）現地産日本米 ５２０ ６３４．００ ２４２．００ ２０８．００ ４６５．００

牛 乳 １L（リットル）現地産 ３７０．００
２１９．００

１４８．００
２４４．００

１９４．００～２３３．００
（２４３ml） （８３０ml）

ビ ー ル３５０ML アサヒスーパードライ（現地産） ６９．００ ８９．００ １４０．００ ３０４．００ ２６３．００

ミネラルウォーター５５０ML 現地産 ２９．００ ２４．００ ２２．００ ４４．００ ９５．００

コ ー ラ３３０ML コカコーラ（現地産） ４２．００ ３９．００ ４５．００ ８０．００ ９９．００

日 本 酒 ４合瓶 輸入品 ４，０９７．００ ３，５９３．００ ２，３４５．００ ２，６１１．００ ０．００

アイスクリーム １個 ハーゲンダッツ（輸入品） ５６９．００ ５３６．００ ３５５．００ ３６０．００ ０．００

カップラーメン １個
①カップヌードル（現地産） １１０．００ １０２．００ ４８．００ １２０．００ １４８．００

②日本製輸入品 ４３５．００ ３７３．００ ３０６．００ ３０４．００ ４５５．００

焼 き 魚 定 食 １食 日本料理店ランチ ８１３．００ ６１７．００ ５８６．００ １，１２１．００ ９９０．００

ラ ー メ ン １杯 日本式ラーメン店 ８１３．００ ５６９．００ ６５１．００ １，１８５．００ ５９４．００

ハンバーガー １個 マクドナルドビッグマック ３０８．００ ２９２．００ ５６０．００ ４５６．００ ０．００

牛 丼 並盛 吉野家 ２８４．００ ２８４．００ ３５５．００ ５５２．００ ０．００

アメリカンコーヒー 中（トール） スターバックス ３９０．００ ３９０．００ ３４２．００ ２９６．００ ０．００

ガ ソ リ ン １L（リットル）レギュラー １２１．００ １０９．００ ８２．００ １５９．００ ８４．００

クリーニング代 Yシャツ１枚 日用的なクリーニング屋 ２６０．００ ２４３．００ １９５．００ ３２０．００ ３９６．００

電 気 料 金 １KWH（キロワット）最低契約 １０．００ ８．００ ６．００ １６．００ ７．００

水 道 料 金 １�（立方メートル）市内居住用 ５６．００ ５０．００ ２７．００ ９３．００ ６５．００

新 聞 １部 一般紙 １６．００ １６．００ ６５．００ ８８．００ ５５．００

地 下 鉄 初乗り ４８．００ ３２．００ ５２．００ １１２．００ ０．００

タ ク シ ー 初乗り ２２７．００ １６２．００ １１４．００２５６．００～３１２．００ ３５６．００

バ ス 市内均一区間 初乗り ３２．００ １６．００ ２９．００１１２．００～１７６．００ ３９．００

機種 ８９，３９７．００ １００，６１６．００ ９９，３５９．００ ５７，３５１．００ １０９，８７０．００

携 帯 基本料金／月 iPhone７１２８G ７４７．００ ９４３．００ ２，２７７．００ ３，４３６．００ ０．００

通話料金／分 ４．００ ４．００ ４．００ １２．００ ０．００

ホ テ ル スタンダードルーム 市内５ツ星ホテル １７，４３０．００ １０，５６９．００ ２２，８０３．００ ３３，６４２．００ １２，８７０．００

分譲マンション １㎡（平方メートル）市内中心部 ２，１６２，５８０．００ ３２５，２００．００ ５２１，２３２．００ １，１０４，４１８．００ ２５０，４１０．００

賃貸マンション １LDK６０㎡ 駐在員向け ３５７，７２０．００ ２４３，９００．００ ２４４，３２７．００ ４００，５００．００ １０６，９２０．００

自 動 車 １台 トヨタカムリ ３，５５７，６８８．００ ３，３３３，３００．００ ４，５５７，５２２．００ ７，２８８，０５８．００ ２，６３１，４２０．００

最 低 賃 金 １ヶ月 ３７，３９８．００ ２４，８７７．００ ２０，１９７．００ ８０，１００．００ １３５，７１３．００

時 給 １時間 マクドナルド ３２５．００ ２４３．００ １４３．００ ５４４．００ ０．００

現地価格調査（２０１７年６月）
（単位：日本円）

「０．００」の表記は取扱い無しのことです。

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１７年５月３１日仲値
１中国元＝１６．２６円 １タイバーツ＝３．２５７７円 １シンガポールドル＝８０．１０円 １ロシアルーブル＝１．９８円
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― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

経済コラム 北斗星

金融政策の「正常化」に向けて決断のとき
米国・欧州における金利引き上げや緩和縮小（示唆発言を含む）を受けて、米国・欧州で

長期金利が上昇している。こうした状況を反映して、我が国の長期金利も上昇傾向を示し、

１０年物国債は７月６日に０．１００％（５月末０．０４０％、６月末０．０７５％）まで上昇した。日銀

は、７月７日に、定例の国債買い入れに加え、「指値オペ」を実施し、日銀の長期金利誘導

水準の維持を図る動きに出た。日銀は、どうやら何としても現在の「長短金利操作付き量

的・質的金融緩和政策」を維持する意向のようだ。その背景は、もちろん公約した２％の

「物価安定の目標」の達成にある。しかし、今後、米国・欧州の長期金利が上昇傾向を示す

たびに、日銀は今回のような対応を繰り返し迫られることとなろう。

日銀は、当初２％の物価上昇を２年程度の期間で達成し、我が国に蔓延っていたデフレマ

インドの払拭を図るとしていた。しかし、２年という達成期間は見事に「期待」外れに終わ

り、今や「期待」に働きかける政策に効果がないことは明らかだ。そもそも「異次元の金融

緩和政策」は、非常時における短期的対策ではなかったのか。米国や欧州が２％の物価上昇

が達成されていないにもかかわらず、経済成長や失業率の改善等を総合的に判断し、今や

「金融正常化」に向かっているのに対し、日銀は何故、「２％」にかくも拘るのであろうか。

白井さゆり慶大教授は、「マイナス金利についての世界の見解は、学会が総じて好意的、

中央銀行など実務家の間では幾分慎重な見方が多い」「昨年９月の長期金利操作の導入は、

（中略）政策目標を国債買い入れの「量」から「金利」に変更し、市場の焦点を金利に移す

ことで、資産買い入れの減額に動いている」（日本経済新聞、６月２９日付「経済教室」）と述

べている。しかし、金利操作と言っても、前述の「指値オペ」方式を続ける限り、日銀の国

債買い入れ額は増加する一方だ。今や日銀の国債保有額は、簿価べ一スで３９０兆円に及ぶ。

これだけの量の国債を中央銀行が保有する事例は、世界の先進国の中で例はない。一方、財

政の面では、金利低下により国債の利払い費用の軽減が図られる効果があるが、このこと

が、万一、我が国の財政赤字削減努力の力を削いでいるとしたら、それはそれで大きな問題

である。

最近、金融緩和政策のいわゆる「出口」論が活発になってきているが、その論調をみる

と、日銀が、いわゆる「出口」で巨額の損失を出す恐れがあり、日銀が金融政策の正常化を

図るのが遅れれば遅れるほどその損失額が大きくなるという（野口悠紀雄一橋大名誉教授、

７月６日付「金融財政ビジネス」）。日銀がこれだけの多額の国債を抱えている現状に鑑みれ

ば、国債の価格が下落すれば（長期金利が上昇すれば）当然、予想されることだ。中央銀行

の巨額損失計上という事態は大きな問題であるが、その影響は中央銀行だけに止まるもので

はない。また、同じことは国債を保有する全ての当事者に発生する問題でもある。

明年２月に任期が到来するFRBのイエレン議長が、利上げに加えて保有国債の再投資停止

計画（バランスシート縮小計画）を公表して、市場との対話に努めている姿を見ると、日銀

の硬直的姿勢が妙に目立って見えて仕方がない。日銀も金融政策の「正常化」に向けて、決

断のときを迎えているのではないか。

（平成２９年７月８日 北洋銀行会長 横内 龍三）

ｏ．２５３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０　　　　　経済コラム　北斗星１５  2017.07.21 15.23.58  Page 30 



マーケット情報

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号

【全体概要】
・５月の販売額は、５，６０４万円（前年同月比＋１８．８％）、レジ客数３４，９６２人（同＋２１．６％）、客単
価１，６０３円（同▲２．３％）。リニューアルオープンに伴い、TVの取材を受けたことや商品購入者
へのチラシ配布などにより、販売額及びレジ客数は前年を大幅に上回った。
・リニューアルオープンに合わせて開催した檜山フェアでは、農産品が人気で特にアスパラは圧
倒的な人気であった。入口前では「五勝手屋ロール」を実演販売し、長蛇の列となった。
・部門別では、リニューアルオープンと各フェアの開催により、畜産加工品（同＋２６．２％）、水
産品（同＋１４．２％）、農産品（同＋１２．６％）など軒並み前年を上回る売上げとなった。個別の
商品では、「鮭キムチ」が４月からの人気は衰えず、入荷してもすぐ売り切れてしまうほど好
評であった。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 鮭キムチ １，０００ ３２４ ３２３，４００
２ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ １３６ １４４，８４０
３ 宗谷 天然ホタテ貝柱 １，５７４ ７７ １２０，８９９
４ 釧路 釧路産塩さば ホエー仕込み ６００ １９２ １１０，４００
５ 日高 とろろ昆布 ６００ １８２ １０９，２００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ３８５ ２４６，４１５
２ 日高 こぶ黒ハンバーグ ６５０ ２６１ １６８，８７０
３ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ ９２ １５５，８４８
４ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １４６ １３１，１０８
５ 空知 特上ラム４００g ８８８ １３３ １１８，１０４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 日高 グリーンアスパラ L ３７０ １，３２２ ４８７，１４２
２ 檜山 グリーンアスパラ ５５０ ４９５ ２６６，２０１
３ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ １４５ １４２，１００
４ 日高 産直グリーンアスパラ１㎏ ２，４５０ ４５ １２０，９６０
５ 檜山 上ノ国 ウド ３００ ３０５ ９１，２３０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 根室 べつかいのコーヒー屋さん１８０ml １２０ ５３８ ５８，７８０
２ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ８０ ５０，２７４
３ 渡島 トラピストバター １，１４３ ３９ ４６，６８０
４ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １２４ ４２，３７４
５ 根室 べつかいの牛乳屋さん１８０ml １２０ ３５８ ３８，４８０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，１１５ ９１２，７８５
２ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ５５１ ５７８，７３７
３ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ４２３ ５０８，８０９
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ６８２ ４０９，８８２
５ 石狩 白い恋人 １２枚 ７０５ ５７２ ４０２，６１８

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２９年５月分】

（１）水産品 【８２１万円】

（２）畜産加工品 【１７３万円】

（３）農産品 【５７３万円】

（４）乳製品 【２０１万円】

（５）菓子類 【１，９５９万円】
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 p９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ p９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年１～３月 r ９３．７ △０．５ ９６．２ △０．９ r ９３．６ △１．４ ９４．８ △１．９ r１０３．０ ２．７ １１４．２ １．３
４～６月 r ９３．７ ０．０ ９６．５ ０．３ r ９２．７ △１．０ ９５．３ ０．５ r１０２．９ △０．１ １１２．４ △１．６
７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ １０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ １０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ １０９．７ ２．２
２８年 ５月 r ９２．２ △１．７ ９５．６ △１．２ r ９１．２ △２．７ ９４．７ △０．７ r１０２．９ △０．９ １１２．８ ０．２

６月 r ９５．２ ３．３ ９７．０ １．５ r ９３．３ ２．３ ９５．７ １．１ r１０２．９ ０．０ １１２．４ △０．４
７月 r ９５．３ ０．１ ９７．０ ０．０ r ９４．２ １．０ ９６．０ ０．３ r１０２．２ △０．７ １１０．５ △１．７
８月 r ９４．３ △１．０ ９８．３ １．３ r ９３．６ △０．６ ９６．２ ０．２ r１００．８ △１．４ １１０．５ ０．０
９月 r ９５．３ １．１ ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ １０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ １０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ １０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ １０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 p９８．０ △０．５ １００．１ △３．６ p９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ p１００．５ △１．２ １１１．３ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ r ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ r ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
２８年 ５月 ７７，１５２△０．６ r １５，９８２△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ r １０，８５８ △０．１

６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０ △２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ r １３，６８７ ９．３ ２５，３３１ １．８ r ７，２９６ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
２８年 ５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ r ４，８２５ ４．５ １４，０１１ １．５ r ３，１４７ △１．４

６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。 ■「r」は修正値。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５５７，３５３ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
２８年 ５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２

６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ p １１０ ３１．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
２８年 ５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７

６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
２８年 ５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４

６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年８月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
２８年 ５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２

６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ２．８
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．１

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．７ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
２８年 ５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５

６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年１～３月 ９９，５５０ △１４．３ １７５，０９６ △７．９ ２４６，５５９ △２９．４ １７１，８６２ △１５．６
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６８ △９．５ １９４，９４５ △３４．５ １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
２８年 ５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１９ △１１．３ ７０，７７５ △３０．４ ５１，３９３ △１３．７

６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５３ △７．４ ５９，１７４ △３６．８ ５３，３８９ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２８４ △１４．０ ６０，１３８ △４４．２ ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６４ △９．６ ７０，０７５ △３０．１ ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ p１０５，８８４ ４９．６ p ６０，５５４ １７．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９８，６７６ １．６ ４，７５４，７０７ ２．３

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
２８年 ５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７

６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（平成２９年４～６月期実績、平成２９年７～９月期見通し）

●欧州の政治経済動向と道内企業の戦略

●「ハワイと北海道」～ビジネス交流拡大の可能性

●経済コラム 北斗星
金融政策の「正常化」に向けて決断のとき
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